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○以下資料は、温室効果ガス別その他区分ごと、部門別に、それぞれの具体的な対策における2030年度の排出削減見込量・吸収見込
量に応じ、円グラフ上で面積を割り当て、その上で、Ａ～Ｅの進捗評価別に整理したもの。整理に用いた区分は以下①～⑦のとおり。

＜温室効果ガスの排出削減対策・施策＞
① エネルギー起源二酸化炭素のうち産業部門（製造事業者等）の取組
② エネルギー起源二酸化炭素のうち業務その他部門の取組
③ エネルギー起源二酸化炭素のうち家庭部門の取組
④ エネルギー起源二酸化炭素のうち運輸部門の取組
⑤ エネルギー起源二酸化炭素のうちエネルギー転換部門の取組
⑥ エネルギー起源二酸化炭素以外（非エネルギー起源二酸化炭素・メタン・一酸化二窒素・代替フロン等4ガス）の取組

＜温室効果ガスの吸収源対策・施策＞
⑦ 温室効果ガス吸収源対策・施策の取組

○地球温暖化対策計画の進捗管理に当たって、温室効果ガス別その他の区分ごとの目標の達成状況等の点検は、本点検の本文
２．（３）我が国の2023年度における温室効果ガスのガス別・部門別の排出量及び
２．（４）我が国の2023年度における温室効果ガスの吸収量等

を踏まえて行うこととされている。そのため、本図をもって、各区分ごとの進捗状況を予断することはできないことに留意が必要。

○各円グラフに記載された排出削減見込量・吸収見込量を合計した値は、同計画に記載された「温室効果ガス別の2013年度実績と、
2030年度の排出量の目標・目安との差分」とは必ずしも一致しないことに留意が必要。差異が生じる主な要因は以下のとおりと考えられる。
• 各円グラフ上のエネルギー起源二酸化炭素に係る排出削減見込量に関して、基本的に、①省エネルギー対策による削減分は、産業／
業務その他／家庭／運輸の各部門に、②電力の排出係数低下による削減分はエネルギー転換部門に算入されていること。

• 各円グラフに記載された2030年度の排出削減見込量・吸収量は、「2013年度以降の経済成長等を踏まえ推計された2030年度の
需要」に対する排出削減量であり、2013年度実績比の排出削減量ではない。

温室効果ガス別その他区分ごと、部門別の2030年度排出削減見込量・吸収見込量と進捗状況の評価
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全体の取組（2030年度排出削減見込量と進捗状況の評価）

D ： 5,184万t-CO2 （5.6%） B ： 4,352万t-CO2 （4.7%）

A ： 1,549万t-CO2 （1.7%）E ：  190万t-CO2 （0.2%）

C ： 81,128万t-CO2 （87.8%）

＜凡例＞
A. 2030年度目標水準を上回ると考えられ、2023年度実績値が既に2030年度目標水準を上回る
B. 2030年度目標水準を上回ると考えられる
C. 2030年度目標水準と同等程度になると考えられる
D. 2030年度目標水準を下回ると考えられる
E. その他 （定量的なデータが得られないもの等）

C

BD

E
A
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各部門の取組（2030年度排出削減見込量と進捗状況の評価）
※各部門の取組の円グラフの大きさは、2030年度排出削減見込量の絶対値の大小を表している。

エネルギー起源二酸化炭素のうち
産業部門（製造事業者等）の取組

5,361万t-CO2

エネルギー起源二酸化炭素のうち
業務その他部門の取組
4,335万t-CO2

エネルギー起源二酸化炭素のうち
家庭部門の取組

3,535万t-CO2

エネルギー起源二酸化炭素のうち
運輸部門の取組

6,730万t-CO2

エネルギー起源二酸化炭素のうちエネルギー転換部門の取組
60,896万t-CO2

エネルギー起源二酸化炭素以外
（非エネルギー起源二酸化炭素・メタン・
一酸化二窒素・代替フロン等4ガス）

6,773万t-CO2

温室効果ガス吸収源対策・施策
4,774万t-CO2

＜凡例＞
A. 2030年度目標水準を上回ると考えられ、2023年度実績値が既に2030年度目標水準を上回る
B. 2030年度目標水準を上回ると考えられる
C. 2030年度目標水準と同等程度になると考えられる
D. 2030年度目標水準を下回ると考えられる
E. その他 （定量的なデータが得られないもの等）

C

BD
A

C

BD

C

BD A

C
B

D AE

CD

C

A

C
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① エネルギー起源二酸化炭素のうち産業部門（製造事業者等）の取組
（2030年度排出削減見込量と進捗状況の評価）

B ： 767.4万t-CO2 （14%）
経済産業省取りまとめの対策
・高性能ボイラーの導入 467.9万t-CO2
・産業用照明の導入 293.1万t-CO2
・従来型省エネルギー技術 6.4万t-CO2

A ： 418.3万t-CO2 （8%）
経済産業省取りまとめの対策
・化学の省エネルギープロセス技術の導入   389.1万t-CO2
・熱エネルギー代替廃棄物利用技術    19.2万t-CO2
・主な電力需要設備効率の改善 10.0万t-CO2

＜凡例＞
A. 2030年度目標水準を上回ると考えられ、2023年度実績値が既に2030年度目標水準を上回る
B. 2030年度目標水準を上回ると考えられる
C. 2030年度目標水準と同等程度になると考えられる
D. 2030年度目標水準を下回ると考えられる
E. その他 （定量的なデータが得られないもの等）

D ： 1,344.3万t-CO2 （25%）
経済産業省取りまとめの対策
・産業用モータ・インバータの導入 760.8万t-CO2
・廃プラスチックの製鉄所でのケミカルリサイクル拡大 212万t-CO2
・FEMSを利用した徹底的なエネルギー管理の実施 200万t-CO2
・産業HPの導入 161万t-CO2
・高効率古紙パルプ製造技術の導入 10.5万t-CO2

C ： 2,831.3万t-CO2 （53%）
農林水産省取りまとめの対策
・施設園芸における省エネルギー設備等の導入 155万t-CO2
・省エネルギー漁船への転換 19.4万t-CO2
・省エネルギー農機の導入 0.79万t-CO2

経済産業省取りまとめの対策
・コージェネレーションの導入 1,061万t-CO2
・低炭素工業炉の導入 806.9万t-CO2
・革新的製銑プロセス（フェロコークス）の導入 82万t-CO2
・業種間連携省エネルギーの取組推進 78万t-CO2
・発電効率の改善（自家発電設備） 70万t-CO2
・高効率空調の導入 69万t-CO2
・省エネルギー設備の増強 65万t-CO2
・コークス炉の効率改善 48万t-CO2
・省エネルギー型建機等の導入 44万t-CO2
・発電効率の改善（共同火力発電設備） 44万t-CO2
・革新的セメント製造プロセス 40.8万t-CO2
・二酸化炭素原料化技術の導入 17.3万t-CO2
・環境調和型製鉄プロセスの導入 11万t-CO2
・ガラス溶融プロセス技術 8.1万t-CO2

環境省取りまとめの対策
・燃料転換の推進 211万t-CO2

C

BD

A
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② エネルギー起源二酸化炭素のうち業務その他部門の取組
（2030年度排出削減見込量と進捗状況の評価）

B ： 990.2万t-CO2 （23%）
経済産業省取りまとめの対策
・高効率照明の導入 672万t-CO2
・業務用給湯器の導入 141万t-CO2

国土交通省取りまとめの対策
・ヒートアイランド対策による熱環境改善を通じた都市の脱炭素化 2.02万t-CO2

環境省取りまとめの対策
・廃棄物処理業における燃料製造・省エネルギー対策の推進 149万t-CO2
・産業廃棄物焼却施設における廃棄物発電の導入 20万t-CO2
・プラスチック製容器包装の分別収集・リサイクルの推進 6.2万t-CO2

C ： 2674.4万t-CO2 （62%）
経済産業省取りまとめの対策
・トップランナー制度等による機器の省エネルギー性能向上 920万t-CO2
・冷媒管理技術の導入 1.6万t-CO2

国土交通省取りまとめの対策
・建築物の省エネルギー化（新築） 1,010万t-CO2
・建築物の省エネルギー化（改修） 355万t-CO2
・下水道事業における省エネルギー・創エネルギー対策の推進等 130万t-CO2

環境省取りまとめの対策
・一般廃棄物焼却施設における廃棄物発電の導入 124万t-CO2
・国の率先的取組 110.1万t-CO2
・EVごみ収集車の導入 15万t-CO2
・クールビズ・ウォームビズの実施徹底の促進-クールビズ（業務） 8.7万t-CO2

D ： 670.5万t-CO2 （15%）
経済産業省取りまとめの対策
・BEMSの活用、省エネルギー診断等による徹底的なエネルギー管理の実施 644万t-CO2

国土交通省取りまとめの対策
・水道事業における省エネルギー・再生可能エネルギー対策の推進等 21.6万t-CO2

環境省取りまとめの対策
・クールビズ・ウォームビズの実施徹底の促進-ウォームビズ（業務） 4.9万t-CO2

＜凡例＞
A. 2030年度目標水準を上回ると考えられ、2023年度実績値が既に2030年度目標水準を上回る
B. 2030年度目標水準を上回ると考えられる
C. 2030年度目標水準と同等程度になると考えられる
D. 2030年度目標水準を下回ると考えられる
E. その他 （定量的なデータが得られないもの等）

C

BD
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③ エネルギー起源二酸化炭素のうち家庭部門の取組
（2030年度排出削減見込量と進捗状況の評価）

D ： 615.7万t-CO2 （17%）
経済産業省取りまとめの対策
・HEMS、スマートメーターを利用した徹底的なエネルギー管理の実施 569.1万t-CO2

環境省取りまとめの対策
・クールビズ・ウォームビズの実施徹底の促進-ウォームビズ（家庭） 35.9万t-CO2
・クールビズ・ウォームビズの実施徹底の促進-クールビズ（家庭） 5.8万t-CO2
・家庭エコ診断 4.9万t-CO2

A ： 651万t-CO2 （18%）
経済産業省取りまとめの対策
・高効率照明の導入 651万t-CO2

C ： 2,229.0万t-CO2 （63%）
経済産業省取りまとめの対策
・高効率給湯器の導入 898万t-CO2
・トップランナー制度等による機器の省エネルギー性能向上 475.7万t-CO2

国土交通省取りまとめの対策
・住宅の省エネルギー化（新築） 620万t-CO2
・住宅の省エネルギー化（改修） 223万t-CO2

環境省取りまとめの対策
・省エネルギー浄化槽整備の推進（エネルギー効率の低い既存中・大型浄化
 槽の交換等） 7.4万t-CO2
・省エネルギー浄化槽整備の推進（先進的な省エネルギー型家庭用浄化槽
 の導入） 4.9万t-CO2

＜凡例＞
A. 2030年度目標水準を上回ると考えられ、2023年度実績値が既に2030年度目標水準を上回る
B. 2030年度目標水準を上回ると考えられる
C. 2030年度目標水準と同等程度になると考えられる
D. 2030年度目標水準を下回ると考えられる
E. その他 （定量的なデータが得られないもの等）

B ： 39.6万t-CO2 （1%）
環境省取りまとめの対策
・家庭における食品ロスの削減 39.6万t-CO2

C

B
D

A
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④ エネルギー起源二酸化炭素のうち運輸部門の取組
（2030年度排出削減見込量と進捗状況の評価）

B ： 2,555.2万t-CO2 （38%）
警察庁取りまとめの対策
・交通安全施設の整備（信号灯器のLED化の推進） 11.9万t-CO2

国土交通省取りまとめの対策
・トラック輸送の効率化 1,180万t-CO2
・航空分野の脱炭素化の促進 202.4万t-CO2
・道路交通流対策等の推進 約200万t-CO2
・海上輸送へのモーダルシフトの推進 187.9万t-CO2
・環境に配慮した自動車使用等の促進による自動車運送事業等のグリーン化 101万t-CO2
・LED道路照明の整備促進 約13万t-CO2

環境省取りまとめの対策
・エコドライブ 659万t-CO2

A ： 356.0万t-CO2 （5%）
国土交通省取りまとめの対策
・鉄道分野の脱炭素化の促進 260.0万t-CO2
・港湾の最適な選択による貨物の陸上輸送距離の削減 96万t-CO2

E ：  190万t-CO2 （3%）
国土交通省取りまとめの対策
・公共交通機関の利用促進 162万t-CO2
・自転車の利用促進 28万t-CO2

環境省取りまとめの対策
・地球温暖化対策に資する規制改革等  0万t-CO2

C ： 3,472.9万t-CO2  （52%）
警察庁取りまとめの対策
・高度道路交通システム（ITS）の推進（信号機の集中制御化） 150万t-CO2
・交通安全施設の整備（信号機の改良・プロファイル（ハイブリッド）化） 56万t-CO2

経済産業省取りまとめの対策
・次世代自動車の普及、燃費改善 2,674万t-CO2
・自動走行の推進 197.7万t-CO2

国土交通省取りまとめの対策
・省エネルギー・省CO2に資する船舶の普及促進 181万t-CO2
・物流施設の脱炭素化の推進 11.0万t-CO2
・共同輸配送の推進（宅配便再配達実態調査の再配達率結果） 5.6万t-CO2
・共同輸配送の推進（共同輸配送の取組件数増加率） 3.3万t-CO2
・地域公共交通利便増進事業を通じた路線効率化 2.29万t-CO2 

環境省取りまとめの対策
・カーシェアリング 192万t-CO2

D ： 155.8万t-CO2 （2%）
国土交通省取りまとめの対策
・鉄道貨物輸送へのモーダルシフトの推進 146.6万t-CO2
・ドローン物流の社会実装 6.5万t-CO2
・港湾における総合的な脱炭素化【省エネルギー型荷役機械等の導入の推進】 2.65万t-CO2

＜凡例＞
A. 2030年度目標水準を上回ると考えられ、2023年度実績値が既に2030年度目標水準を上回る
B. 2030年度目標水準を上回ると考えられる
C. 2030年度目標水準と同等程度になると考えられる
D. 2030年度目標水準を下回ると考えられる
E. その他 （定量的なデータが得られないもの等）

C

B

D A
E
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⑤ エネルギー起源二酸化炭素のうちエネルギー転換部門の取組
（2030年度排出削減見込量と進捗状況の評価）

C ： 60,896.0万t-CO2 （100%）
経済産業省取りまとめの対策
・再生可能エネルギー電気の利用拡大 20,670万t-CO2
・再生可能エネルギー熱の利用拡大 3,618万t-CO2
・熱の有効利用の推進、高度制御・高効率機器の導入、動力系の効率改善、
プロセスの大規模な改良・高度化 208.0万t-CO2

経済産業省取りまとめの対策(※CCS及び小規模火力については「経済産業省・環境省」)
・火力発電の高効率化等、安全性の確保を大前提とした原子力発電の活用、
再生可能エネルギーの最大限の導入 35,300万t-CO2
・火力発電の高効率化等 1,100万t-CO2

＜凡例＞
A. 2030年度目標水準を上回ると考えられ、2023年度実績値が既に2030年度目標水準を上回る
B. 2030年度目標水準を上回ると考えられる
C. 2030年度目標水準と同等程度になると考えられる
D. 2030年度目標水準を下回ると考えられる
E. その他 （定量的なデータが得られないもの等）

C
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⑥ エネルギー起源二酸化炭素以外（非エネルギー起源二酸化炭素・メタン・一酸化二窒素・代替フロン等4ガス）の取組
（2030年度排出削減見込量と進捗状況の評価）

C ： 4,374.4万t-CO2 （65%）
農林水産省取りまとめの対策
・農地土壌に関連する温室効果ガス排出削減対策【水田メタン排出削減】 117万t-CO2
・施肥に伴う一酸化二窒素削減 24万t-CO2

国土交通省取りまとめの対策
・下水汚泥焼却施設における燃焼の高度化等 78万t-CO2

環境省取りまとめの対策
・廃プラスチックのリサイクルの促進 640万t-CO2
・廃油のリサイクルの促進 70万t-CO2
・廃棄物最終処分量の削減 52万t-CO2
・一般廃棄物最終処分場における準好気性埋立構造の採用 5.4万t-CO2

環境省・経済産業省取りまとめの対策
・製品廃棄時のHFCs放出量の削減（業務） 1,690万t-CO2
・HFCs製造量・輸入量の削減、冷媒の転換 1,463万t-CO2
・製品製造時等の４ガス排出量の削減 122万t-CO2
・製品廃棄時のHFCs放出量の削減（家庭） 113万t-CO2

D ： 2,398.2万t-CO2  （35%）
経済産業省取りまとめの対策
・混合セメントの利用拡大 38.8万t-CO2

環境省取りまとめの対策
・バイオマスプラスチック類の普及 209万t-CO2
・産業廃棄物最終処分場における準好気性埋立構造の採用 0.4万t-CO2

環境省・経済産業省取りまとめの対策
・製品使用時のHFCs漏えい量の削減 2,150万t-CO2

＜凡例＞
A. 2030年度目標水準を上回ると考えられ、2023年度実績値が既に2030年度目標水準を上回る
B. 2030年度目標水準を上回ると考えられる
C. 2030年度目標水準と同等程度になると考えられる
D. 2030年度目標水準を下回ると考えられる
E. その他 （定量的なデータが得られないもの等）

C

D
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⑦ 温室効果ガス吸収源対策・施策の取組
（2030年度排出削減見込量と進捗状況の評価）

C ： 4,650万t-CO2  （97%）
農林水産省取りまとめの対策
・森林吸収源対策 約3,800万t-CO2
・農地土壌炭素吸収源対策 850万t-CO2

A ： 124万t-CO2  （3%）
国土交通省取りまとめの対策
・都市緑化等の推進 124万t-CO2

＜凡例＞
A. 2030年度目標水準を上回ると考えられ、2023年度実績値が既に2030年度目標水準を上回る
B. 2030年度目標水準を上回ると考えられる
C. 2030年度目標水準と同等程度になると考えられる
D. 2030年度目標水準を下回ると考えられる
E. その他 （定量的なデータが得られないもの等）

C

A
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